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１ 課題設定 

 1980年代以降、日本の公立学校ではメインストリー

ムとは異なる文化的背景の子ども達が増えている。ア

ジア、南米地域を中心とする諸外国よりさまざまな事

由・経緯のもと来日した外国人子弟はその一例であり、

在日コリアンといった旧植民地出身の定住外国人（オ

ールドカマー）とは対比してニューカマーと呼ばれて

いる。とりわけ1990年に出入国管理及び難民認定法が

改正されたことを受け、公立学校で学ぶニューカマー

の子どもの数は日系南米人を中心に急増し、最近では

ニューカマーの両親のもと日本で生まれ育った子ども、

両親のいずれかがニューカマーである混合婚の子ども

（多くは日本籍）も多く見受けられるようになってい

る。これらの子ども達は、家庭の言語環境ならびに歴

史的背景がメインストリームとは異なり、学校教育を

受けるにあたってさまざまな困難を経験している。 

 こうした現状を受けて、1990年代以降、公立学校で

学ぶニューカマーの子どもに関する研究が展開されて

いる。しかしながらこれまでの研究の流れとして、ニ

ューカマーの子どもの学業達成に関わる問題（学習困

難、不就学、高校進学率の低さ等）は、それ自体が中

心テーマとして扱われることはなく、この点は、在日

コリアンの教育を扱った従来の研究にも共通している。

中島（1993）によれば、在日韓国・朝鮮人教育の実践

は、部落解放の教育運動の影響のもと1960年代後半以

降、兵庫県ならびに大阪府を中心に展開されてきた。

しかし子どもの学力保障と進路保障が中心テーマであ

った解放教育とは対照的に、韓国・朝鮮人教育におい

て学力問題は俎上に上がらなかったという。その背景

として中島は、在日韓国・朝鮮人の子どもは言語・文

化面において日本人との違いが著しくなく、低学力の 
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問題が（在日韓国・朝鮮人の）学力問題としては立ち

現われなかったこと、進学および就職に際してあから

さまに民族差別を被る在日韓国・朝鮮人にとって学力

の問題と進学・就職は結び付きにくく、したがって実

践と研究においては子どもの学力の向上よりも民族性

の自覚と日本人の子ども達による偏見・差別の除去が

課題として掲げられたことを挙げている。さらに、既

存の学校システムにおいて子どもの学力向上を強調す

ることは同化教育を推進することにつながりかねず、

学力向上という発想は生まれにくかったことを指摘し

ている（78－79頁）。 

 人種的・民族的マイノリティの教育に関するこれま

での研究において子どもの学業不振の問題が中心テー

マとして扱われなかった点は、例えば、米国における

マイノリティの子どもの教育をめぐる一連の研究と様

相を異にしている。米国ではとくに1960年代以降、ア

フリカ系アメリカ人を中心とした低所得階層、人種

的・民族的マイノリティの子どもの学業不振の問題が

文化と教育の関わりという観点から議論されるように

なり、1960年代後半より70年代にかけては文化剥奪説

（cultural deprivation theory）に基づいて補償教育

（compensatory education programs）が展開された経

緯がある。しかし補償教育によって著しい成果は上が

らず、文化剥奪説と補償教育の理念そのものがさまざ

まな批判を受け
1
、その後もマイノリティの子どもの学

業不振の問題は、例えば、教育人類学の立場では、文

化葛藤説（culture conflict theory）
2
、カースト・バ

リア（cast barriers）説（Ogbu 1978）、文化生態説

                                
1 1960年代～70年代にかけて展開された、とくにアフリカ系

アメリカ人の子どもの学力不振をめぐる諸説については、オグ

ブ（1978、43－65頁）を参照されたい。 
2
 この立場の先行研究として、Erickson & Mohatt 1982、Heath 

1982、Philips 1983、Shultz, Florio & Erickson 1982等があ

る。 
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（cultural-ecological theory; Ogbu 1987、Ogbu & 

Simons 1998）等、諸説展開されながら今なお議論され

続けている
3
。 

 日本ではごく最近になって、社会学的見地（宮島 

2002）もしくは教育学では言語教育の立場（太田 2002）

からニューカマーの子どもの学業不振の問題は取り上

げられている。しかしながらマイノリティの子どもの

学習を保障することを念頭に置いた上で日本の学校は

どのように変革されるべきか、その具体的な方向性に

ついて十分議論されてきたとは言い難く、今後、当該

テーマにおける研究は蓄積される必要がある。本稿で

は、とくにニューカマーの子どもの学業達成を取り扱

った先行研究を概観し、その上でマイノリティの子ど

もの学業不振の解消にむけて今後どのような研究が展

開されるべきか、米国におけるマイノリティの子ども

の教育（学業不振）をめぐる議論を踏まえつつ、その

方向性を探ることにしたい。以下、ニューカマーの子

どもの学業達成の実態を把握した上で、先行研究をみ

てゆくことにする。 

 

 

２ 学業達成の実態 

 ここではニューカマーの子どもの学業達成の実態と

して、教室における学習の実態、就学率（小・中学校）、

高校進学率および中途退学率の三つをとり上げること

にしたい。ニューカマーの子どもの学業達成の実態は、

これまでのところ全国規模で調査されたことがない。

そこで特定の地方自治体ないし研究者による調査結果

をみてゆくことにする。 

 

① 教室における学習の実態 

 ニューカマーの子どもの小・中学校段階での学習の

                                
3
 例えば、オグブ（1987）をもとに展開された議論としては、

非自発的マイノリティ（involuntary minority）の学業不振に

ついてのオグブの主張を支持するもの（Fordham 1988、Fine 

1991）、非自発的マイノリティ内部における階層差が学業達成

に及ぼす影響を指摘するもの（Foley 1991）、学校が置かれた

社会・文化的文脈の作用について考察を加えるもの（Hemmings 

1996）、学業的に成功を遂げた非自発的マイノリティの事例を

取り上げるもの（Gibson 1991、Flores-Gonzáles 1999）等が

ある。 

実態は、統計的には把握されておらず、質問紙調査等

による教師の認識レベルでの実態把握（例えば、中西・

佐藤 1996、高橋・バイパエ 1996）に留まっている。

これらの調査結果によれば、小・中学校いずれの教師

も僅かに学業成績の高い子どもの存在を指摘しつつ、

概ねニューカマーの子ども達は主要教科についていく

のが困難であるとしている。 

 ニューカマーの子どもの学習をめぐる唯一ともいえ

る全国的な統計は、文部科学省による「日本語指導が

必要な外国人児童生徒の受け入れ状況等に関する調

査」である。少なくとも、学校側によって「日本語指

導が必要」と把握された児童・生徒は、学習において

困難を経験しているものと推測することが可能である。

この調査によれば2003年９月１日現在、「日本語指導

が必要」な子ども（したがって学習上困難を抱える子

ども）は、公立小学校では12,523人、中学校では5,317

人、さらに高等学校（全日制、定時制、通信制）では

1,143人（うち六割が全日制、四割が定時制で大半を占

める）いることになる。しかしながら本調査は、日本

語指導の必要性に関する基準を明確かつ厳密に規定し

ておらず、したがって日本語指導を必要とする子ども

の現状を正確には捉えていない（宮島 2003、136頁）

という見方もある。さらに後述するように、子どもは、

必ずしも教授言語である日本語の操作能力が低いため

に学習困難に陥っているとは限らない。学習困難には、

子どもの言語操作能力のみならず、子どもが来日以前

に受けた教育経験、日本において置かれた地域的文脈

（家族）、アカデミック・アイデンティティのありよう

等、さまざまな要素が複雑に入り交じって作用してい

る。こうした点を考慮すれば、学習上何らかの困難を

経験している子どもの数は、現実にはこの数値を大幅

に上回るものと考えられる。 

 

② 小・中学校段階における就学率 

 日本では、外国籍を有する子どもには義務教育が適

用されていない。市町村教育委員会が、外国人登録原

票にもとづき該当者を把握した上で保護者あてに就学

案内（日本国籍の子どもの場合は就学通知）を送付し、

保護者が教育委員会に対して就学の希望を申し出ては

じめて子どもは学ぶことが出来るようになる。 

 宮島（2003）は、愛知県豊橋市（日系ブラジル人が

多く居住）の教育委員会による試算と自身が行なった
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神奈川県某市（東南アジア系、東アジア系、南米系が

居住）での調査をもとにニューカマーの子どもの不就

学の問題を指摘している。宮島によれば、東海地方で

は1990年代末より、とくに中学校段階の日系ブラジル

人の子どもの不就学が少年非行との関連で問題視され

るようになってきた。しかし、不就学は日系ブラジル

人といった特定の国籍・出身地と結びついた現象では

なく、広く外国籍の子ども達において見受けられる現

象ではないかと推測する。愛知県豊橋市では、学齢期

の外国人登録者数（韓国・朝鮮籍を除く）に対する公

立小・中学校への就学者数の割合より不就学率を算出

しており、1999年現在、小学校年齢では25％、中学校

年齢では45.5％の子どもが不就学であると推定されて

いる（161－162頁）。いっぽう、神奈川県某市の調査で

は、外国籍の子どもの保護者あて送付された公立小・

中学校への就学案内数に対する就学者数の割合より不

就学率を算出しており、2001年現在、不就学の子ども

は、小学校段階で33％、中学校段階では41％に及んで

いる（186頁）。 

 ここでいう不就学率には、何らかの事情により就学

の機会を持つに至らなかった未就学の子どもの数が反

映されている。就学案内が送付されたにも関わらず親

が教育委員会に申し出ないケース、あるいは、いった

んコンタクトをとった後でも転居、提出書類に関わる

事情（外国人登録証の提出によるオーバーステイの発

覚を恐れて断念するケース）等で手続きを止めてしま

うケースがこれに含まれる。さらに地域によっては、

公立以外の小・中学校に在籍する子どもの数も反映さ

れている。豊橋市周辺地域（名古屋、豊田、豊橋、浜

松等）にはブラジル人学校が多数設置されており（2001

年時点で16校、豊橋市内にも1998年に一校開校）、豊橋

市の調査において不就学としてカウントされたブラジ

ル人子弟の数値にはブラジル人学校在籍者の数も含ま

れるものと考えられる
4
。 

 ここで、先の数値には反映されない不就学の子ども

が存在する点に留意する必要がある。豊橋市・神奈川

県某市のいずれの不就学率にも、学校には在籍してい

                                

                               

4
 同県豊田市が行なった市内「教育の国際化推進地域」にお

ける外国人（大半がブラジル人）の就学状況に関する調査によ

れば、小・中学校学齢期の子どものうち公立学校に就学しない

子どもは36.3％、そのうち24.1％はブラジル人学校に就学して

いる。差し引き分はいずれの学校にも就学しない子どもの割合

であり、12.2％である（宮島 2003、195頁）。 

ながら実際には登校しない、不登校の子どもの数は含

まれていない。宮島によると、こと中学校段階では、

いったん学校に在籍するようになった子どもが諸事情

によって長期欠席をするようになり、ついには退学な

いし除籍とされたり、あるいはこういった措置のない

まま就職してしまうケースが増えている（189頁）。不

登校の子どもの実態は、数値として把握されてはいな

いものの、こうした子どもを含めれば、（とくに神奈川

県某市の場合には）ここに挙げた数値以上の子ども達

が学齢期にありながら学業からは隔絶された生活を送

っているものと考えられる。 

 

③ 高校進学率・中途退学率 

 日本人の高校進学率が97％をこえる昨今の日本にお

いて、ニューカマーの子どもの高校進学率はそのおよ

そ半分に留まっている。神奈川県教育庁の調べによる

と、同県内に在住する日本の義務教育を修了したニュ

ーカマーの1999年度の高校進学率は四割程度と推定さ

れる（宮島 2002、120頁）。あるいは鍛治（2000）は、

文部省（当時）が公表した数値と鍛治が独自に同省よ

り収集した数値をもとに、日本の義務教育を終えた中

国帰国生徒（日本籍も含む）の国公私立高校への進学

率ならびに高校一年次と二年次における中途退学率を

算出している。鍛治は、毎年五月時点での中学三年生、

高校一・二・三年生の中国帰国生徒の総計に着目し、

例えば、1995年五月現在では中学三年生が全国で611

名いたのに対し、翌年同時点では高校一年生は325名、

その二年後の同時点では高校三年生は262名と減少し

ていることを指摘している。これらの数値には、留年

した子どもの数、中国より直接高校に転入学した子ど

もの数は反映されていないものの、1995年の中学三年

生の数を100％とすると翌年高校に進学したのはこの

うち53.19％、高校一年・二年の間に中途退学したのは

19.38％というとりあえずの試算が可能であるとして

いる
5
。全国的には同年度の進学率が94.16％、中途退

学率が6.88％であることを考慮すれば、中国帰国生に

おける進学率の低さ、退学率の高さを推測することが

 
5
 鍛治は、学校側が諸々の事情によって中国帰国生徒の在籍

の実態を正確に把握・報告していないことが考えられるため、

こうした数値が実状を正確に反映している保障はないとして

いる（235頁）。 
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可能である。 

 鍛治は同様の方法で1991年以降九年間の中国帰国生

徒の高校進学率を算出し、91年（61.61％）、92年

（59.81％）、93年（54.32％）、94年（65.24％）、95年

（51.46％）、96年（53.19％）、97年（52.80％）、98年

（46.66％）、99年（55.29％）と五～六割前後で推移し

ていることを指摘している（234頁）。さらに高校一・

二年次における中途退学率は、91年度入学者（18.58％）、

92年（10.30％）、93年（4.64％）、94年（21.93％）、95

年（22.44％）、96年（19.38％）、97年（0.01％）であ

るという
6
。こうした数値より、中国帰国生徒の高校一

年・二年次における中途退学率は概ね一～二割に及ぶ

ものと推測される。 

 ここに取り上げたデータは、一部の地方自治体ない

し研究者によるごく限られたものである。しかしなが

ら、ニューカマーの子どもの学業達成をめぐっては、

教室での学習困難、小・中学校段階における不就学、

高校進学等、さまざまな課題があることが伺える。次

に、ニューカマーの子どもの学業達成をめぐる先行研

究を概観し、これまで子ども達の学業不振はどのよう

に議論されてきたかをみることにしよう。 

 

 

３ 日本のマイノリティの学業不振
をめぐる議論 

 ニューカマーの子どもの学業不振は、これまで三つ

の観点から議論されてきた。三つの観点とは、①子ど

もの言語（日本語・母語）操作能力（太田 1996、2000、

2002、佐藤 1998、鍛治 2000）、②子どもの置かれた地

域的文脈、とくに家族（宮島 2002、志水・清水 2001）、

③日本の学校文化・教師（恒吉 1995、1996、志水・清

水 2001、志水 2002、金井 2001a、2001b、児島 2002）

である。ここではそれぞれの観点において子どもの学

業不振の問題はどのように議論されているかをみるこ

とにする。 

                                

                               

6
 鍛治は、93年度、97年度にみられる数値の改善は、生徒の

高校生存率そのものの変化というより、むしろ調査方法におけ

る何らかの変化が反映したものと解釈している（例えば、これ

まで全日制高校在籍者のみであった調査対象者に、ある年度よ

り定時制および通信制高校の在籍者が加えられるようになっ

た等）。 

① 子どもの言語（日本語・母語）操作能力 

 太田（1996、2000、2002）は、日系南米人の集住す

る東海地方Ｔ市に位置する公立小・中学校でフィール

ドワークを行なっている。その上で、ニューカマーの

子ども達が学業不振に陥る一つの背景として、「言語

習得の誤解に基づく日本の学校の『対応構造』」（太田 

2002、104頁）を指摘している。学校側の対応は、子ど

もに対して初期段階において短期間の日本語教育を施

し、その後は原学級において日本語の授業を受けさせ、

その中で「自然に」日本語能力を習得することを期待

する、いわば「サブマージョン（submersion）」方式で

ある。太田は、言語には「社会生活言語」および「学

習思考言語」の二つがあることを主張
7
した上で、学校

での教科学習において必要となる「学習思考言語」と

しての日本語を獲得するにあたっては、「社会生活言

語」の習得に比べ長い時間を要すること、意図的かつ

積極的な学習支援が必要であることを強調している

（太田、2002、102頁）。「学習思考言語」としての日本

語は、教科学習の授業を受けるなかで容易に身につく

類いのものではないのである。 

 いっぱんにニューカマーの子どもは、「社会生活言

語」としての日本語を習得し、日常的な場面での会話

に不自由しなくなると教師には「とくに問題はない」

と認識される傾向にある（太田 1996、129頁）。しかし

子どもは学習上何らかの困難を抱えている可能性が高

い。日本語を母語としない子どもにとって、授業のな

かで漢語
8
あるいは故事来歴、文学、神話、芸術等に由

来する意味を含む言葉
9
を理解し、同時にそれを自ら用

 
7
 太田は、ジム・カミンズ（1981）を援用した上で、言語を

習得するにあたっては言語には二種類ある点に留意する必要

があることを主張している。その一つ、「社会生活言語」は、

言語の意味内容を理解する手がかりとなる「非言語要素」（身

体の動き、顔の表情等）が多く伴なった状況で、日常的に半ば

自動化されて使用される言語である。いっぽう「学習思考言語」

は、言語それ自体のほかには言語の意味内容を理解する手助け

となる非言語的要素がない（もしくは少ない）文脈で用いられ

る言語である。いわば抽象的な思考をするのに必要な言語能力

であり、言語それ自体に関する知識が必要となる。 
8
 増田（2001）は、中学校の社会科教科書で用いられている

言語を理科、数学教科書とも比較しながら考察し、とりわけ漢

字・漢語の難解さを指摘している。 
9
 宮島（1999）は、太田のいう「学習思考言語」をさらに「抽

象的学習言語」と「歴史文化言語」の二つに分類し、ここで挙

げた故事来歴、文学等に由来する言語を「歴史文化言語」とし

4 



 日本におけるマイノリティの学業不振をめぐる議論

 

いて学習に取り組むことは、日本語を母語とする子ど

も達に比べ一層困難なのである。 

 学校での学習に困難を感じたニューカマーのうちに

は、学業に対する意欲を喪失してしまう子どもも少な

からずいる。宮島（2003）によれば、中学校で教科の

授業についていくのが困難になったニューカマーのう

ちには、二年生の後半頃に高校進学をあきらめてしま

う子どもも多くいるという。自身の日本語能力という

点から高校入試に合格する自信を持ち得ず、（かりに

受験し高校に入学出来たとしても）高校での授業につ

いていくことに困難を予想し、高校進学を断念し中卒

での就職へと気持ちを切り替えるのである（141頁）。 

 太田（2002）は、「日本語至上主義（Japanese only）」

の根強い日本の学校のモノリンガルな言語環境におい

て子どもは、日本語・母語のいずれにおいても話しこ

とばは流暢でも抽象的な思考をすることが出来ないセ

ミリンガルになる危険性があることを指摘している

（105－107頁）。中国帰国者子弟の高校進学を子どもの

来日時期と祖国における出身階層という観点より検討

した鍛治（2000）は、比較的幼い時期（小学校低学年

等）に来日した中国帰国者の子どものうちに、セミリ

ンガルの子どもが多く見受けられる点を指摘している

（168頁）。セミリンガルの子どもは、「はなしことば」

は日中両言語共に自由に操作し得るものの、学習にお

いて必要となる「かきことば」はいずれの言語におい

ても十分身につけているとは言い難い。そのため周囲

からはしばしば「日本語があれだけ完璧に話せるのに

成績がのびない」といった評価を受け、低学力を本人

の知的能力ないし努力不足へと還元される傾向にある。

鍛治によれば、セミリンガルの子ども達は、すでに中

国においてある一定期間学校教育を受け「かきことば」

「優等生文化」を獲得した子ども達（「知識青年」）と

は異なり、成績順位ならびに交友関係をめぐって自ら

が置かれた日本の学校での低い地位に対して不満を抱

くことはなく、また現実に自らの地位を向上するため

の術を持ち合わせていないという（275頁）。 

 太田（2002）は、現行の日本語教育を「補償的日本

語教育」として批判している。子どもの母語操作能力

を基礎とした日本語教育ではなく、子どもの母語を除

去し、母語を日本語に置き換えるという発想に基づい

た言語教育だというのである（109頁）。こうした言語

                                                  

ている（146－147頁）。 

教育のもと、子どもの母語ならびに母語操作能力は否

定的な価値しか付与されず、太田は、こうした価値付

与が子どもの文化的アイデンティティならびに学習活

動への取り組みに対して及ぼす負の影響を危惧してい

る（111頁）。太田は、子どもに対してより公正な教育

を実践するためにモノリンガリズムを基調とする現行

の日本語教育をバイリンガル教育へと転換し、学習・

授業言語には日本語だけでなく子どもの母語も用いる

ことを主張する。 

 佐藤（1998）は、ニューカマーの子どもに対する教

育をめぐるさまざまな課題のうち、とりわけ学習保障

を早急の課題として掲げている。子どもの言語能力へ

の配慮という観点より学校内外におけるバイリンガル

教育実践の可能性を探るとともに、バイリンガル教育

のカリキュラムについて議論するコリン・ベーカー

（1996）を踏まえ、学校教育の場では子どもの認知的

負担、言語習熟度、経験、学習スタイル、学習内容の

子どもへの提示のし方（子どもは学習内容を理解する

手がかりを学習の行なわれている文脈でどの程度得ら

れるか）等を考慮した独自のカリキュラムを開発する

ことを主張する。佐藤が具体的に提唱するのは、①生

活言語の習得を中心とした初期の日本語カリキュラム、

②（③の教科学習への橋渡しとしての）総合的な学習

のカリキュラム、③教科学習のカリキュラム、と移行

するカリキュラムである。子どもの認知的負担と学習

内容の子どもへの提示のし方をもとに三層構造をなし

ており、このうち佐藤は、とくに総合的な学習のカリ

キュラムの開発を重視している（490－492頁）。 

 

② 子どもの置かれた地域的文脈－家族 

 宮島（2002）は、神奈川県に在住する南米系、イン

ドシナ系、東アジア系の中学生・高校生10人を対象に

行なったインタビュー結果をもとに、子ども達の学習

困難ならびに就学・進学の挫折の背景を探っている。

宮島は、子ども達の学業不振の背景として、日々厳し

い条件のもと生活していることから、親が家庭で子ど

もの教育に関与するのが不十分になりがちなことを指

摘するとともに、以下三点を挙げている。第一に、子

どもとその親が、親から子へ文化資本を継承するのが

困難な状況に置かれていることである。親は、かりに

祖国において高学歴であったとしても、その就学経験

ないし「学びのハビトゥス」を子どもに対して伝達す

5 
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るのが困難になっている。文化資本を継承するのが困

難になっている要因の一つに、親子間における文化変

容（acculturation；とりわけ日本語操作能力の獲得）

のずれがある。調査対象となった家族のうち両親のい

ずれもが日本語を「よく話せる」家庭は稀であり、親

は家庭で子どもの学習に関わることは困難であった。

また、新聞等、日本の文字文化はほとんどの家庭に入

っていない（127－130頁）。 

 学業不振の第二の背景として指摘されるのは、子ど

も本人が学業・就学に対する動機を見出すことが困難

な状況にあることである。とりわけ「出稼ぎ」を目的

とする両親に伴ない来日した南米系の子ども達は、来

日の経緯、国内における度重なる移動（引越）等によ

って、生活の安定性を確保できずにいる。親次第でど

こに生きるかわからないという不安定な状況のもとで

子どもが学習から、そして学校から離れる可能性は大

きい（133頁）。 

 学業不振の第三の背景は、進路を選定したり、将来

の職業を決定するにあたってモデルとなる人物が貧困

である（欠如している）ことである。子ども達は、広

義の文化資本である社会関係資本に乏しく、自らの将

来設計をするにあたってモデルとなる人物がきょうだ

い、親戚、身近な友人等に限定されている。そのため

に例えば、高校進学において志望高校を選択するにあ

たって、高校間格差、就職・進学への有利・不利等は

ほとんど認識されず、「○○が行っているので□□高

校を志望」「経験として行く」等の価値基準が優先され

ている。 

 総じて宮島は、マイノリティのとる適応の戦略は、

能力、コスト、周囲による差別的対応等さまざまな制

約によって、一時しのぎ的に「切り抜ける」戦略に向

かいがちであることを指摘する
10
。こうした適応の戦

略は、進路決定においても例外ではなく、その選択肢

には中卒・中学中退による就職も含まれている。宮島

は、子ども達の将来設計にあたっては担任教師、日本

語学級の担当教師、ボランティア等による助言が重要

                                
10
 もっとも、来日の経緯、滞日経験の意味づけ等によってマ

イノリティ家族のとる教育戦略は異なっている。首都圏三つの

地域に居住する日系南米人、インドシナ難民、韓国人家庭を対

象に聴き取り調査を行なった志水・清水（2001）によれば、韓

国出身のニューカマーの家庭は、「社会的成功」「ステップア

ップ」を意識しつつ子どもの日本での学校教育を「異文化体験」

の場として位置付ける傾向にあったという。 

であることを指摘する（140頁）。 

 宮島が、ニューカマーの子どもの学習困難ならびに

就学・進学の挫折の背景を特定の出身国・歴史的背景

に限定することなく明らかにしようとしたのに対して、

志水・清水（2001、第３章）は、ニューカマーのうち

でもとりわけインドシナ難民に焦点をあてて考察を行

なっている。志水・清水は、神奈川県に在住するベト

ナム、カンボジア、ラオス出身のインドシナ難民家族

に対する聴き取り調査（対象数は順に14、23、11）と

地元小・中学校での参与観察を通じて、家族における

親子関係と子どもの学校適応の関係を明らかにすると

ともに、そこには家族の資源がどのように関わってい

るのか、三国間で比較しながら分析している。分析す

るにあたって志水・清水は、親子の関係を「葛藤家族」

（親子間のコミュニケーションが不全）、「地位家族」

（コミュニケーションは円滑であるものの、母国の伝

統的な地位関係を保持しており垂直的）「人格家族」

（コミュニケーションが円滑で水平的）の三つに分類

し、学校への子どもの適応については学校文化に対す

る態度（反学校的・向学校的）と学力（高・中・低）

の二点に着目している。さらに家族の資源には、ウォ

ルマン（1996）による家族の「編成的資源」を援用し、

編成的資源として時間（長期的視野に立つ教育支援）、

情報（同国人ないし日本人とのネットワーク）、アイデ

ンティティ（準拠枠、子どもへの文化伝達、来日の経

緯）、さらに教育的資源として親の学歴および日本語能

力を考慮している（137頁）。 

 分析の結果、家庭での親子関係と子どもの学校適応

の間には三国間に共通した関係性が見出されたいっぽ

う、この関係を支える家族の資源システムのあり方に

は各国間に違いが見受けられたという。ベトナム、ラ

オス、カンボジア出身のいずれの家族においても子ど

もの学校適応に影響を及ぼす親子関係として問題とな

るのは、葛藤家族である。地位家族ないし人格家族と

は異なって、葛藤家族では反学校的な態度を示す子ど

もが見受けられ、総じて学力の低い子どもが多い。さ

らに家族の資源システムを三国間で比較すると、ベト

ナム出身の家族は、教育的資源が相対的に豊かである

のに対して、ラオス、カンボジア出身の家族は乏しい

傾向にある。家族の教育的資源が相対的に豊かなベト

ナム人家族の子ども達の学校適応は総じて良好である。

いっぽう、カンボジアとラオス出身家族の間では家族

の編成的資源に違いがあり、カンボジア出身の家族は

6 
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ラオス出身の家族に比べ教育的資源は乏しいにも関わ

らず、情報とアイデンティティという点ではより豊か

な編成的資源を持ち合わせており、カンボジア人家族

の子どもの学校適応はこれによって支えられている。

こうした分析結果を通じて志水・清水は、インドシナ

難民の子ども達に対する学習支援を考慮するにあたっ

ては出身国の違いを十分に配慮する必要があることを

指摘するとともに、子ども達の家族に関わる問題を家

族内部の問題としてではなく家族が社会において置か

れた文脈を考慮しつつ広く捉え、集合的かつ組織的な

対応をはかる必要があることを強調している（188頁）。 

 

③ 学校文化・教師 

 先の太田（2002）ならびに宮島（2002）は、ニュー

カマーの子どもの学業不振の問題をより明示的に取り

扱い、それぞれ学校における言語教育のあり方、地域

的文脈（とくに家族）という視点から子どもの学業不

振の背景を見出そうとしている。しかし、ニューカマ

ーの子どもの教育に関する従来の研究の流れにおいて、

子どもの学業不振は必ずしも中心的なテーマとして取

り上げられてきたわけではなかった。先行研究では、

日本の学校文化と子どもが祖国で獲得した（学校）文

化・言語、さらには家族が日本において置かれた社会

的・経済的地位（階層）の対立・葛藤という認識の枠

組みが基調にあって、こうした枠組みのもとで学校文

化への子どもの適応、子どもの文化変容、差異に対す

る教師の対応のあり方が議論されてきた。子どもの学

業達成に関わる問題は、子どもが文化変容の過程で経

験する対人関係上の問題とあわせて議論され、教師が

対処するさまざまな問題の一つとして取り扱われてい

る。 

 学校文化・教師という観点よりマイノリティの子ど

もの教育を扱った先行研究においてしばしば見受けら

れるのは、日本の学校・教室において子どもの文化の

異質性は見えにくくなっているという指摘である。子

どもがある程度流暢な日本語を話すようになると、教

師にとって子どもの異質性は見えにくくなる。そのた

め、子どもが教室で学習したり他の子どもと交流する

上で経験する困難は、教師にはもっぱら子どもの性格、

情緒等、個人の問題として捉えられる傾向にあるとい

うのである（恒吉 1995、1996、太田 1996、志水・清

水 2001）。例えば、恒吉（1996）は、神奈川県・東京

都内の小学校で行なった参与観察と教師等を対象に行

なったインタビューの結果をもとに、ニューカマーの

子どもの異質な文化が教室において見えにくくなるメ

カニズムを、日本の学校文化において支配的となって

いる「一斉共同体主義」
11
によって説明している。これ

に対して、首都圏三つの地域に位置する小学校で参与

観察を行なった志水・清水（2001、第１章）は、日本

の学校・教室では、ニューカマーの子どもが「日本人

化」し、あるいは「日常化」することで実態として見

えにくくなるのに加え、教師自身が、ニューカマーの

子どもの異質性を子ども固有の文化的背景に関連づけ

て「見ようとしない」ことを指摘している。教師は、

ニューカマーの子どもが抱える低学力、学校不適応と

いった問題を、子どもが社会において置かれたマイノ

リティとしての文脈に則して考慮するのではなく、

個々の家庭の事情、個人の性格等に由来するものとし

て「個人化」して対処しているという（72－76頁）。 

 ニューカマーの子どもの異質な文化が見えにくくな

るメカニズムをおもに学校文化（とその体現者として

の教師）という観点から取り扱ったこれらの研究に対

して金井（2001a）は、とりわけ文化の差異に対処する

教師に着目し、教師においてこうした「個人化」がど

のように起きているのか、その構造を明らかにしてい

る。金井は、神奈川県内の小学校二校で行なった参与

観察ならびに教師を対象にしたインタビューをもとに、

子どもの異なる文化的背景から派生する差異が、教師

にはしばしば「学習指導上の差異」（発言力、学習進度、

学習への取り組みの積極性等）へと置き換えられて対

処されていることを指摘している。こうして、子ども

が異質の文化ゆえに経験している学習上のさまざまな

困難は、教師には不可視化されているという
12
。 

                                
11
 恒吉は、これが「同質的で自己完結的な共同体を前提とし

た協調的共有体験、共感・相互依存・自発的な協調などの価値

の共有に依拠する共同体的な特徴と、皆が、同時に、同じこと

をするという一斉体制とが一緒になることによって成り立っ

ている」としている（231頁）。 
12
 ただし、教師が指導するにあたって、ニューカマーの子ど

もの行為・ふるまいはつねに「個人化」されるばかりとは限ら

ない。愛知県内のブラジル人が多く居住する地域の中学校で参

与観察を行なった児島（2002）によれば、教師は、学習から交

友関係に至るまでニューカマーの子どもの通常の学校生活に

関わる指導を行なうにあたっては子どもの行為・ふるまいを

「個人化」するのに対し、ある文脈においてはストラテジーの

変換を図っているという。教師は、ニューカマーの子どもの逸
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 志水（2002）は、ニューカマーの子どもが「社会的

差異」（家庭の文化的背景、生育歴等）によって経験し

ている低学力、学校不適応等の問題を「脱文脈化」し、

「個人化」する教師の思考パターンないしイデオロギ

ーを問題視している。教師による「個人化」によって、

（子どもの「社会的差異」は考慮されないままに）「学

校的差異」（成績、進路等）は作り出され、しかも両者

の間にある関連は見えにくくされる。志水は、子ども

達のあいだにある「社会的差異」を考慮した上で個々

のニーズに応じた教育的働きかけを行なうよう主張す

るとともに、これまで日本の学校ではあまりにも「社

会的差異」と「学校的差異」の間の関連が顧慮されて

こなかったことを指摘している（87－88頁）。 

 ニューカマーの子どもの文化的・歴史的背景が既存

の学校文化において「見えにくい」ままであれば、あ

るいは教師がさまざまな事情ないし対処方略によって

それを「見ようとしない」のであれば、学校・教室に

おいて子どもの地位はとかく低いものになりがちであ

る。金井（2001b）は、学校・教室において周辺へと押

し留められがちなニューカマーの子どもによる自らの

地位に対する反応のあり方を検討し、場合によっては

子どもは、自らに対して低い地位しか付与しない学校

文化ないし教師に対する抵抗として、学習と授業への

参加を拒絶する（not-learn）可能性もあるとしている

（119－120頁）。こうした拒絶には、不登校、自主退学

といったより明白なかたちをとるものものだけでなく、

学校へは登校していながらも学業への取り組みは回避

するといった目に見えにくいかたちのものも含まれて

いる。 

 

 

４ 今後の研究の方向性 

 これまで、ニューカマーの子どもの学業達成の実態

ならびに学業不振の背景について取り扱った先行研究

を概観した。先行研究より明らかになったのは、ニュ

ーカマーの子ども達は、学校の内においても外におい

                                                  

                               

脱行動が「指導する、指導される」を前提のもと成立している

「教師－生徒」関係を根底から揺るがし、他の子ども達に対し

ても負の影響を及ぼすと感じた場合には、「個人化」という方

略を一転し、子どもの逸脱行動を文化の違いへと還元し、子ど

もの逸脱を許容する自らの行為を正当化しているという。 

てもポジティブなアカデミック・アイデンティティ
13

を維持しにくい状況に置かれているということである。

モノリンガル・モノカルチュラルな日本の学校におい

て、子ども達は学習に必要な日本語操作能力を十分に

獲得出来ずにいるばかりか、自らの能力・資質に対し

てポジティブな認識を抱きにくく、とかく学習に取り

組む意欲を失いがちである。さらに子ども達は、学業

を遂行する動機を得にくい地域的文脈（親子関係、家

族の資源、ロール・モデルへのアクセス等）に置かれ

ている。 

 子どものアカデミック・アイデンティティの問題は、

とりわけ中学校段階、とくに高校進学との関わりにお

いてより深刻であるように見受けられる。授業につい

ていくのが困難な子ども達のうちには、高校入試に合

格するといった学業目標を設定するには至らず早い段

階で高校進学を断念する子どもがいる
14
。学業に対す

る意欲を喪失し、学校を欠席しがちになる子どもも少

なくない。今後、中学校段階のニューカマーの子ども

の学業達成をめぐる問題（学習困難、不登校としての

不就学、高校進学の断念）を、子どものアカデミック・

アイデンティティとの関わりから検討してゆく必要が

ある。 

 ポジティブなアカデミック・アイデンティティを形

成するための一つの方法としては、言語（日本語・母

語）教育を通じて子ども達の学習困難を解消すること

が挙げられる。日本語を母語としない子どもの学習困

難の解消という点では、すでに学校へのバイリンガル

教育プログラムの導入（太田 2002）、日本語を母語と

しない子ども達のための独自のカリキュラムの開発

（佐藤 1998）等、議論され始めている。この先、バイ

リンガル教育プログラムを導入するとすれば、どうい

 
13
 アイデンティティにはざまざまな様相（facets）がある。

カミンズ（2001）は、経験を通じて変化し易い（malleable）

アイデンティティの様相の一つとして、知能・学業達成・才能・

魅力等に関わる自らの価値についての意識（sense of 

self-worth in relation to intelligence, academic 

achievements, talents, attractiveness, etc.）を挙げてい

る（16頁）。 
14
 子ども達自らの選択による中卒での就労は、一見健全であ

る。しかしながら、中卒者雇用の受け皿が乏しい昨今の日本の

労働市場において、こと日本語能力が十分でない子ども達の就

労は容易ではない。宮島（2003）によれば、高校進学と就労の

いずれの道にも確かな可能性を見出せず、いわばダブルバイン

ド（二重拘束）の状況に置かれる子どもも少なくない（141頁）。 
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った形態のプログラムを導入するのか、学校ではプロ

グラムをどのように（制度的に）位置づけるのか等、

具体的に検討する必要がある。ここでは、これとは別

の視点として、子どものアカデミック・アイデンティ

ティに作用する重要な要素として子ども達に対する評

価形態に着目し、今後の研究課題として掲げたい。こ

こで評価とは、通常の学校生活での学業成績評価と高

校入試における学力評価を指している。米国における

マイノリティの子ども達の評価をめぐる議論を参照し

ながら、この点について検討することにしよう。 

 ジム・カミンズ（2001）によれば、米国の学校にお

ける従来の評価形態は、マイノリティの子どもが経験

している学習困難を子どもの側の「問題」として正当

化するのに加担するばかりで、そこから既存の学校プ

ログラム、教室での教授形態、学校と地域の関係のあ

り方を批判的に吟味するといった動きは生み出されな

かったという。カミンズは、学業不振をマイノリティ

の子どもの側の問題として正当化する（legitimating）

従来の評価形態に代わって、今後、マイノリティに対

して擁護的（advocacy）立場をとる評価のあり方を追

究するよう主張する。擁護的立場からの評価形態にお

いて学業不振の「問題」は、むしろ社会における人種・

民族間、階層間の権力関係へ、学校・教室での子ども

の経験とアカデミック・アイデンティティのありよう

へと位置づけられ、教授のあり方そのものが問われる

ことになる、としている（223頁）。 

 現在、米国ではさまざまな形態で標準化テスト

（standardized assessment）が実施されている。しか

しカミンズは、マイノリティの子どもはこうしたテス

トを通じて何を学ぶ機会がなかったかを明らかにされ

るだけであるとしている。標準化テストでは、子ども

の文化的・言語的異質性は資質として考慮されず、子

どもはすでに獲得した独自の文化的知識や言語（母語）

操作能力を発揮することは出来ないのである（24頁）。

標準化テストを通じて米国のマイノリティが経験して

いることは、日本においてニューカマーの子どもが定

期試験ならびに高校入試
15
を通じて経験していること

                                

                                                 

15
 一部の大学および高校では、中国帰国生徒のために「引揚

生徒特別受験募集枠」を設け、一般の日本人受験生とは別枠で

受験する機会を提供している。しかし大学と比較して高校では

こうした募集枠は少ないという指摘がある（鍛治 1998、250頁）。

なお、中国帰国生徒以外のニューカマーには、とくにこうした

特別枠は設けられていない。 

に他ならない。むろん、両国でそれぞれのテストが実

施される文脈（目的・効果）は異なっている。しかし、

こうした評価システムが子どものアカデミック・アイ

デンティティに及ぼす影響という点では、共通した部

分を見出すことが出来るのである。カミンズは、標準

化テストのオルタナティブとしてパフォーマンス評価

とポートフォリオ評価を挙げており、日本においても

こうしたオルタナティブな評価方法の導入の可能性に

ついて議論してゆく必要がある。 

 なお、米国では、州統一テスト（state-mandated 

assessment programs）もしくは全国学力テスト（ＮＡＥ

Ｐ；standardized National Assessment of Educational  

Progress）の実施にあたって、英語を母語としない子

ども（ＥＬＬ；English Language Learner）をどのよ

うに取り扱うかをめぐって興味深い議論が展開されて

いる。テストを実施するにあたって、どのような条件

（アカデミックな英語操作能力、祖国での教育歴等）

のＥＬＬに対してどのような調整（accommodation；テ

スト内容・実施方法等）を施すか（LaCelle-Peterson & 

Rivera 1994 、 Butler & Stevens 1997 、 Rivera & 

Stansfield 1998、Holmes & Duron 2000）。調整による

効果についての実証的な研究も行なわれている（例え

ば、Abedi et al 2001、Abedi, Courtney & Leon 2003）。

こうした一連の議論は、今後、日本における既存の評

価システムのもとでニューカマーの子どもに対してど

のような評価を行なうかを検討する上で参考になるも

のと考えられる。 

 

 

 あるいは、高校入試という制度そのものを廃止すべきだと

する主張もある。志水（2002）は、「適格者主義」によって

支配される高校教育のあり方を批判した上で、マイノリテ

ィの子ども達に対する「種々のライフチャンスへの接近の

機会均等」を目指すための手立ての一つとして「希望者に

対する高校全入」を提言している（89－90頁）。また、高校

入試が（マイノリティに限らず、広く）子ども達に対して

及ぼす負の作用という観点からの主張もある。佐藤（2001）

は、今日、高校入試制度が子ども達にとって自らの可能性

に見切りをつけ「学びから逃走」するマイナスの機能しか

果たし得ない点を指摘し、高校入試の廃止を主張する。
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